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研究テーマ（発表タイトル） 

新興国の中小都市における外国ブランドのイメージとインターネットの役割 ―中国の青州市での調査から― 

 

※必ず＜企画シート作成上の注意＞を確認してから、ご記入をお願いいたします。 

１．研究概要（目的・狙いなど） 

新興国へ進出する日本企業は多いが、しかし実際に成功している企業はなかなか少ないようだ。その原因として、それら諸国で

最大規模の人口が属する中間層以下の市場で、日本企業のブランドが十分に認知されていないことが考えられる。「ボリュームゾ

ーン」と呼ばれる最も大きい市場での認知の獲得、そして評価を得ていかなければ成功は考えにくい。そのために、「ボリュームゾー

ン」の消費者が日本ブランドをどれくらい知っているのか、日本ブランドにどのようなイメージを持っているのか、と言った問題を明らか

にしてゆく必要がある。さらに、そのイメージがインターネットを使った新しいメディア（スマートフォンを使った SNS 等）にどれくらい影

響されているのかを考察したい。インターネットに注目するのは、それが現代の消費を理解する際に非常に重要だと考えられるから

である。消費者にとっては外国企業のブランドイメージを形成する際に重要なツールであること、そして外国企業にとっては e コマー

ス等を通じて遠い外国の消費者にアクセスすることが容易になる可能性を秘めていると期待できるからである。以上の問題意識に

基づき、本研究では、「原産国ブランド効果（country-of- origin effect）」及び「消費者価値」に関する先行研究を参照し

た。それらで使われる概念を活用し、「消費者行動（購買意欲）」、「原産国ブランド効果（CO 効果）」（５つの価値概念に

基づく）、「国のイメージ」、消費者が活用する「インターネット等のメディア」の 4 つの概念の間の関係性を考察するためのモデルを

提示した。その研究を行う対象として、中国の典型的な中小都市である青州で実際にアンケート調査をおこなった。そして最後に



調査結果の考察から、日本企業のブランド価値を高めるためにどういった政策を打ち出すべきか考案した。 

２．研究テーマの現状分析（歴史的背景、マーケット環境など） 

日本企業の海外進出が注目される中で、我々は進出先として中国やインドを代表とする新興国に着目する。なぜならそのような

新興国の成長を日本に取り込んでいきたいと考えるからだ。そこで、新興国に進出した日本企業の現状を見ていくことにする。自

動車産業というと、日本の製造業の中でも最も国際競争力がある分野である。その自動車産業において、先進国のアメリカ市場

では、日本系の販売シェアが 37.5％と大きな割合を示している。つまり全体の 3 分の 1 以上を日本ブランドが占めているというこ

とだ。それに対し、新興国を代表する中国市場では、15.9％と全体の 5 分の 1 にも満たないシェアしか獲得できていない。すな

わち、日本はアメリカのような先進国では成功しているが、新興国では生活の特性や価値観の違いにうまく対応できず、シェア獲

得に至っていない現状にある。その原因として、所得階層において最大規模を占めるボリュームゾーンに日本企業のブランドが十

分に認知されていないことが考えられる。ボリュームゾーンとは、一つの国の市場の所得階層において、中間的な位置にあり最も人

口が集中している中間層と、これから中間層に入ろうとしている下位層の上位に位置する人々からなる市場の階層である。 

３．研究テーマの課題 

上記の通り、日本企業は新興国市場でうまくいっていないようである。実際に我々は 2017 年８月にインドのマルちゃん味の素社

を訪ね、ヒアリングをおこなった。マルちゃん味の素社の主要製品は即席麺である。インドでは中間層の購買力の高まり、及び人口

増加を背景に即席麺市場が急拡大しており、今後もさらなる拡大が期待できる。しかし、当時インドではネスレがシェアの 7 割を

握っていたため、単独での開拓は難しいと判断した。そこで味の素のマーケティング能力・販売力、東洋水産株式会社の開発力・

生産力を組み合わせて市場開拓を進めようと手を取りあったのである。現在は、富裕層、中間層をターゲットとしているが、スーパ

ーやショッピングモールでは商品の陳列すらできず、現在の市場はタミナルードゥ地方の町中の小さい屋台だけである。アプローチの

方法としては出来るだけ多くの店に商品を置いてもらえるようサンプルを配ったり、人が多く集まる会社の昼食として出してもらったり

できるように交渉をおこなっている。しかし、インドではもともと麺を食べる文化がないのに加え、7 割のシェアを占めているネスレの存

在が大きいため事業の拡大はまだ難しいのが現状である。以上のヒアリング調査からも中間層、下位層への認知度や市場への浸

透に関してまだまだ課題が残っていることが確認できた。このように新興国市場で販売シェアが低迷しているというのが日本企業の

実態である。 

４．課題解決策（新たなビジネスモデル・理論など） 

解決策として分析の結果から得られた情報をもとに案を挙げる。一つ目は、ブログを用いることである。中国では、金盾と呼ばれる

インターネット検閲システムによりメディアが厳しい規制を受けており、新聞、テレビ、SNS が偏向的な情報を提供しているため、こ

れらを重視している人は日本ブランドの認知度が低かった。一方で、情報収集でブログを重視する人には、自国ブランドに対し批

判的かつ日本ブランドを高く評価する傾向が見られた。従ってブログを手段として用いることが情報発信の糸口であると考える。 

 二つ目は、マンガ、アニメ、ゲームなどの日本を特徴付けるサブカルチャーを利用することである。アンケート結果より、中国の中小

都市に住む人々は、歴史や文化などの日本のイメージや、日本製品のブランド価値を評価する人は少ないことが明らかになったが、

その一方で日本のサブカルチャーに対しては好感を持つ人が多く見受けられた。そこで、サブカルチャーを突破口として用いた長期

的な政策により CO 効果を高めていきたい。 

５．研究・活動内容（アンケート調査、商品開発など） 

我々は中国の中間層及び中間層周辺の人々へのアンケート調査から我々の立てた仮説について検証をおこなった。2017 年 9

月に中国の山東省濰坊(イボウ)市にある青州(せいしゅう)市で 20 歳～35 歳の若者を対象におこなったアンケート調査について

と、そこで入手したサンプルについて詳しく述べる。青州とは県レベルの行政区の中心都市である。 

青州市のアンケート調査で得られたサンプル数は 100 で、町の中心的なショッピング街の歩行者に声をかけ、アンケートに答えて

もらった。質問の例として 1 番目の質問を挙げると、「日本ブランドの商品の次の側面についてあなたはどう考えるか」と聞き、「安

全性に優れている」という考え方について「とてもそう思う」と答えると 4 点、「そう思わない」と答えると 1 点、という具合に点数化し

た。 

６．結果や今後の取り組み 

分析結果から私たちは次のことがわかった。まず CO 効果が消費行動に与える影響が中国の中小都市ではかなり薄いということ



だ。その理由として、そもそも中国の中小都市の人々は外国ブランドについて知らない人が多いからではないかと考えた。さらにその

考察から私たちは、なぜ日本ブランドの製品がボリュームゾーンで売れないのかという課題について一つ新しい原因が示唆できた。

今までの研究では、日本ブランドの過剰品質・高価格というものがその原因として挙げられていた。しかし、今回の調査の考察から、

そもそも中国の中小都市では外国に対するイメージがなく、むしろマイナスのイメージを持たれていることが強い原因ではないかと考

えた。そして、今回の調査では中国と中国製品に対する好感が外国と外国製品に対する不評に直接繋がる特殊な関係が生じ

ていた。つまり、外国ブランドにとって中国の中小都市という市場は非常に厳しいアウェイの環境にあるということが言える。 

また、メディアの使用目的が同価値志向の人ほど中国と中国製品を高く評価する傾向が見られたため、中国のインターネットの世

界は中国を支持する情報で溢れ、利用すればするほど中国製品を好むようになる環境があると考えられる。 

しかし、私たちはインターネットを用いた中国の中小都市の消費者に対するアプローチも可能なのではないかと考える。なぜなら自

国ブランドに対して批判的かつ日本ブランドを高く評価している人も見られたからである。つまり、インターネットを使った戦略が全く

不可能という訳ではなく、効果的と考えられるルートを特定して重点的に情報を広めることで突破口を開くことも可能であると考え

る 
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